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1.国土づくりにおける国の方針
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国土形成計画（平成２７年８月閣議決定）

国土の形成に関する基本的な方針、目標、及び全国的な見地から必要
である基本的な施策を明らかにすることを目的

国土のグランドデザイン２０５０（平成２６年７月・国土交通省）
国土づくりの理念や考え方を示すもの

（課題）

1. 急激な人口減少

2. 異次元の高齢化の進展

3. 巨大災害の切迫、インフラの老朽化、地球環境問題

など

踏まえる
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日本の人口は、平成22
（2010）年をピークとして、平成
52（2040）年までの今後３０年
間で、約２割程度の人口減少
が見込まれています。
また、高齢者の増加率は鈍
化するものの、１５～６４歳の
生産年齢人口は約３割程度減
少すると見込まれています。今
後、人口減少により、各地域に
おける一定の都市機能の維持
が困難になることが懸念され
ています。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第4節 時代の潮流 ～都市計画を取り巻く環境～
(1) 背景
① 人口減少・少子高齢社会への突入

▲日本全国における推計人口

資料）国土交通省資料
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平成23（2011）年３月の東日本大震災の発生は、日本に広域かつ甚大な被害
をもたらし、その影響は被災地域のみならず多方面に及びました。また、南海ト
ラフの巨大地震は、３０年以内の発生確率が７０％程度と予測されており、仮に
発生した場合には多数の死傷者や経済的損失等、甚大な被害をもたらすと予
測されています。
また、近年の気候変動は、平成26（2014）年８月の広島土砂災害の発生をはじ
めとして、風水害・土砂災害の激甚化をもたらしています。今後、地球温暖化に
伴う異常気象等の発生により、これらの災害リスクがさらに増大することが懸念
されています。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第4節 時代の潮流 ～都市計画を取り巻く環境～
(1) 背景
② 巨大災害の切迫

③ 社会資本の老朽化

高度経済成長期以降に集中整備した社会資本は、全国的に老朽化が深刻な
問題となっており、現在の技術や仕組みによる維持管理状況が継続される場合
を前提とすると、維持管理・更新費は大幅に増加すると見込まれています。

今後、施設の長寿命化や技術開発等を行うことにより、効率的な社会資本の
維持管理・更新を行っていく必要があります。
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人口減少・少子高齢社会への突入、
巨大災害の切迫、社会資本の老朽化
等、これまで経験したことのない国家
レベルの極めて大きな変化に対応す
るため、広く危機意識を共有し、長期
的な視野に立った国土政策を構想す
る必要があることから、その理念・考
え方を示すものとして国土交通省は
「国土のグランドデザイン2050」を策
定しました。
その基本戦略の一つとして、「コン

パクト＋ネットワーク」の形成を掲げて
おり、質の高いサービスを効率的に
提供するため、コンパクトな拠点を
ネットワークで結ぶ地域構造を構築す
るという考え方が重要であるとしてい
ます。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第4節 時代の潮流 ～都市計画を取り巻く環境～
(2) 国における取り組み
① 国土のグランドデザイン2050における取り組み

▲集約型都市構造（コンパクト＋ネットワーク）の必要性

資料）国土交通省資料
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コンパクト+ネットワークとは
資料）国土交通省
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コンパクト+ネットワークのねらい
資料）国土交通省
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人口減少・少子高齢化を背景として、世界規模で地球温暖化問題が深刻化する
中、これまでのように、自家用車に過度に依存したライフスタイルを継続し、拡散
型都市構造を放置したままにしておくと、都市の質的低下、財政への圧迫、環境
負荷の増大などの様々な問題の深刻化が懸念されるため、集約型都市構造（コ
ンパクト＋ネットワーク）へ転換・再編する取り組みの一環として、平成26年8月に
都市再生特別措置法の改正が行われ、立地適正化計画制度が創設されました。

国土のグランドデザイン２０５０の策定とほぼ並行して、「コンパクト＋ネット
ワーク」の考えに基づく新たな制度の運用が開始されています。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第4節 時代の潮流 ～都市計画を取り巻く環境～
(2) 国における取り組み
② 新たな都市計画制度の運用の開始

人口減少・少子高齢化を背景とした公共交通機関の輸送人員の減少等により、
公共交通ネットワークの縮小やサービス水準の一層の低下が懸念されるため、
「コンパクト＋ネットワーク」の考えのもと、コンパクトなまちづくりと連携して、持続
可能な地域公共交通網の再構築への取り組みの一環として、平成26年11月に地
域公共交通活性化再生法の改正が行われ、地域公共交通網形成計画制度が創
設されました。
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地域公共交通活性化再生法の改正と地域公共交通網形成計画制度の創設

都市再生特別措置法の改正と立地適正化計画制度の創設



2.府中町の概要
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平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第2節 府中町の現状と都市づくりの課題
(1) 府中町の地理

当町は、広島都市圏の東部に位
置し、周囲を広島市東区、南区、安
芸区に囲まれています。町域は東西
4.18ｋｍ、南北5.20ｋｍで、面積は
10.41ｋ㎡です。
地形は、北東部には標高592ｍを

最高に200ｍ内外の山地が連なり、
南西部には低地が広がっています。
低地部は概ね市街化され、丘陵部
に向けても住宅団地が造成されてい
ます。

主要な河川は、府中大川、榎川が
あり、町域の南西部に沿って流下し、
猿猴川を経て、瀬戸内海に注いでい
ます。
気候は、瀬戸内海に面した地域特

有の温暖で降水量が少なく、年平均
気温16.3℃、年間降雨量約1,500ｍ
ｍです。

▲府中町の位置
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当町は、府中という名が示すように、安芸の国府が置かれたところと伝えられ、古代安芸の国の政
治、文化の中心地であったといわれています。その後、政治経済の中心は広島市に移り、農業主体
の村として新田開発が行われ、現在の町域が形成されてきました。明治22（1889）年の町村制施行
によって府中村が誕生し、昭和12（1937）年に町制を施行し、以後、合併をすることなく現在に至って
います。

当町を特徴づける工業は、昭和6（1931）年の東洋工業(株)（現マツダ(株)）本社の町内移転に始ま
り、昭和13（1938）年にはキリンビール広島工場の立地、自動車機械をはじめとする関連工業の集
積を経て、まちの基盤を支えてきました。人口は、昭和30（1955）年代から住宅団地開発が始められ、
昭和30（1955）年代後半からの約15年間で急激な増加を経験しました。昭和50（1975）年以降､急激
な発展は一段落しましたが、その後も緩やかに増加が続き、平成2（1990）年の国勢調査では5万人
を超え、全国でも有数の人口を擁する町となりました。

平成16（2004）年３月にキリンビール広島工場跡地に大規模複合商業施設ダイヤモンドシティ・ソ
レイユ（現イオンモール広島府中）が開業し、広島都市圏東部の商業系の拠点としての役割が新た
に加わりました。
平成19（2007）年５月には町立図書館と多目的ホールなどが複合した、安芸府中生涯学習セン
ター「くすのきプラザ」が開館し、生涯学習拠点としての機能も充実しました。
平成22（2010）年４月に鶴江鹿籠線が全線開通し、同年広島高速道路網を構成する広島高速２号
線（府中仁保道路）の完成によって、広域的な都市間のアクセスが飛躍的に向上しました。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第2節 府中町の現状と都市づくりの課題
(2) 府中町の歴史と沿革
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平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第2節 府中町の現状と都市づくりの課題
(2) 府中町の歴史と沿革

▼キリンビール広島工場付近～イオンモール広島府中付近の変遷

昭和14(1939)年 平成25(2013)年 13



当町の人口は、高度経済成長期にあたる昭和30（1955）年から昭和50（1975）
年の20年間で約3.6倍と急激に増加しました。その後も微増傾向が続き、平成27
（2015）年時点で51,053人となっています。

平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第1章 基本的事項
第2節 府中町の現状と都市づくりの課題
(3) 府中町の現状
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▲人口の推移（国勢調査S10～H27)
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51,053

S36(1961).3.16
町内を通る8路線が都市計画決定。

→府中町初の都市計画道路

※これ以前に都市計画決定された道路が２路線あり（左
図の黒破線、いずれも広島県決定）

(当時の理由)
府中町は、広島市及び呉市という両産業都市の産業
の発達による影響を著しく受けており、町内の諸工業は
益々発展しつつある。産業の発達と並行して、人口の増
加も著しく、年々住宅建設は増加の一途を辿っている。
このように産業が発達し、人口が増加していくと、それ
に伴って交通量も日を追って増加している。特に最近は
自動車が大型化しており、それにスピードも加わってい
くにも拘わらず、現在の道路は依然として幅員狭小で甚
だ危険な状態が各地に見受けられる。このような状態
においては、今後の産業発展にも支障をきたし、また環
境に恵まれた住宅地も出来得ないと考えられる。
したがって、別図(左図)のとおり街路を計画し、交通・
産業の発展を図り、都市としての機能を十分に発揮させ、
能率的な市街地の形成を図ろうとするものである。

都市計画道路の整備状況
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都市計画道路の整備状況

H27(2015).3.31現在の整備状況（府中町域）

現在整備中…

• 南小学校青崎東線 L=293m (府中町)
(町営青崎東住宅下からJR方面へ)

• 青崎池尻線 L=440m (広島県)
(向洋駅周辺区画整理区域～府中南公民館)

• 大洲橋青崎線 L=295m (広島県)
(新大州橋～茂陰トンネル過ぎ)

計画決定 整備済み 整備率

自動車
専用道

1,230m 1,230m 100.0%

県道 10,700m 7,061m 66.0%

町道 9,500m 6,473m 68.1%

合計 21,430m 14,764m 68.9%

16

向洋駅周辺土地区画整理事業

① 沿革

② 目的

JR山陽本線の連続立体交差事業化に合
わせ、土地区画整理事業を実施し、駅前
広場及びそれに隣接する幹線道路等の
公共施設整備と既成市街地の再編によ
る住宅の利用増進を図り、広島都市圏東
部の拠点、また町の南の玄関口にふさわ
しいゾーンとしての創出を図る。

H11(1999).3.31 区域決定

H14(2002).11.29 事業計画決定

H20(2008).1.4 JRより北側仮換地指定

H27(2015).1.23 JRより南側仮換地指定

向洋駅周辺土地区画

整理事業(12.2ha)

土地区画整理事業について
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平成28年3月改訂「府中町都市計画マスタープラン」より
第3章 都市づくりの分野別方針
第2節 都市施設等の整備方針
(1) 交通体系の整備方針

②公共交通…向洋駅(鉄道)の利便性向上

広島市東部地区連続立体交差事業及び向洋駅周辺土地区画整理事業によ
り、向洋駅舎の改良とともに、アクセス道路の改善や、バス停を備えた駅前広
場の整備等（公共交通結節機能の向上）を推進し、鉄道利用環境の飛躍的な
向上を図ることで、公共交通利用への転換を推進します。あわせて、駅舎や
駅周辺施設のユニバーサルデザイン化を推進します。

ＪＲ向洋駅周辺地区では、鉄道が縦断しており、市街地

が分断されています。また、都市基盤は未整備なところが
多く、住宅が密集し老朽化した建物も多数存在しています。

更に、小規模な商業施設が立地するのみで活気に欠け
地域の拠点性が欠如しています。

そのため、ＪＲ山陽本線の連続立体交差事業化に合わせ、

土地区画整理事業を実施し駅前広場及びそれに隣接する

幹線道路等の公共施設整備と既成市街地の再編による宅

地の利用増進を図り、広島都市圏東部の拠点、また町の
南の玄関口にふさわしいゾーンの創出を図ります。 ▲向洋駅北口周辺完成イメージ

向洋駅周辺土地区画整理事業について
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▼現在の市街化の状況 ▼将来都市構造図

府中町の現在の市街化の状況と将来都市構造図
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▼平成29年11月25日付 中国新聞

(中国新聞社の2017年広島市広域商圏調査)
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府中町の公共交通のはじまり

【鉄道】

大正9(1920)年 向洋駅 開業 現：JR山陽本線

昭和18(1943)年 矢賀駅 開業 現：JR芸備線

【乗合自動車】

大正14(1925)年 温品村 ～ 府中村 ～ 広島駅
（府中村で初の乗合自動車の営業）

昭和初期 安芸府中町史第2巻より
『広島市ニ至ルモノノ利用シ得ル公共交通ハ
「広島郊外バス会社」ヲ始メ「熊野広島」「吉和
堀」「賀茂自動車会社」其他ノバス会社アルモ
…』
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府中町の主要公共交通機関

【　バ　ス　】　府中方面→広島駅・八丁堀方面

県庁 市役所 バスＣ その他

府中永田 － 広島駅 47 3 50

府中ニュータウン － 広島駅 31 4 35
府中ニュータウン 府中南公民館 広島駅 13 13

府中山田 － 広島駅 26 1 27
イオンモールシャトルバス － － 41 41

府中山田 広島駅 2 2
温品四丁目 広島駅 59 6 65

広島バス㈱ 深川線 広島駅 14 14

広島電鉄㈱ 熊野 広島駅 12 12
広島バス㈱ 洋光台団地 広島駅 5 85 90

芸陽バス㈱ 東広島市方面 広島駅 80 80
41 178 19 106 85 429

【　タ　ク　シ　ー　】（一社）広島県タクシー協会　広島市・安芸郡エリアの加盟会社７２社のうち、府中町に営業所がある事業者

本店営業所

府中営業所
府中営業所

【　鉄　道　】　府中方面→広島駅方面

西　日　本　旅　客　鉄　道　㈱

駅名 路線 所在地

向洋駅 ＪＲ山陽本線・呉線 府中町青崎南

天神川駅 ＪＲ山陽本線・呉線 広島市南区東駅町
矢賀駅 ＪＲ芸備線 広島市東区矢賀五丁目

　　　H30.2.1各社HP調べ

地

域
事業者 始発地

経由地
運行本数（平日）

備考
終着地等

経由① 経由② 広島駅
八丁堀・紙屋町等

計

中

央
部

広島電鉄㈱

西

部

広島電鉄㈱
本町・大須

南
部

マツダ本社前（向洋
駅周辺）

計

町内循環バス「つばきバス」 右回り・左回り 各　　８　　便

Ｈ30.2.1タクシー協会HP調べ

事　　　　　　業　　　　　　者 営　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　所 備考

㈲　　ゼ　イ　・　ア　ー　ル 府中町千代
広　島　第　一　交　通　㈱ 府中町大須

つ　 ば　 め　 交　 通　 ㈱ 府中町茂陰

46

H30.2.1JRおでかけネットHP調べ

到着時間 運行本数（平日）
備考

広島駅 広島駅方面

計 － 169

６～７分
123

３～４分
４分
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各バス停から300m圏域
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まちづくり計画における公共交通に関する方針の

位置づけ

府中町第府中町第府中町第府中町第4444次総合計画次総合計画次総合計画次総合計画(H28.3(H28.3(H28.3(H28.3策定策定策定策定))))
• 府中町のまちづくりにおける最上位計画
• 「商工住のバランスを保ち、次世代へつなげ

るひととまち」

先導プロジェクト先導プロジェクト先導プロジェクト先導プロジェクト(H28.3(H28.3(H28.3(H28.3策定策定策定策定))))
• ４次総の実現に向けたまちの発展を牽引する
取り組み

• 「ふちゅうブランドの確立」
府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略

(H27.10)(H27.10)(H27.10)(H27.10)
• 人口減少の課題克服に向けた施策展開の戦
略

• 「子育て世代が居住を選択するまち」
平成平成平成平成29292929年年年年施政施政施政施政方針方針方針方針
• 「バランスの取れた行政施策の展開」

• 府中町公共交通協議会の設立
• 利便性向上につながる「つばきバス」
のルート変更の検討

• 公共交通の利用環境の向上 など

府中町都市計画マスタープラン府中町都市計画マスタープラン府中町都市計画マスタープラン府中町都市計画マスタープラン(H28.3(H28.3(H28.3(H28.3策定策定策定策定))))

• 向洋駅の利便性の向上
• コミュニティバス「つばきバス」のサー
ビス水準の向上

• 地域公共交通網の検討の取組の推進
⇒⇒⇒⇒ 地域公共交通網形成計画の策定地域公共交通網形成計画の策定地域公共交通網形成計画の策定地域公共交通網形成計画の策定

公共交通の更なる
利便性の向上
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3.地域公共交通網形成計画
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H27.11 地域公共交通活性化再生法に関するパンフレットより

(国土交通省)
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H27.11 地域公共交通活性化再生法に関するパンフレットより

(国土交通省)
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国土交通省資料より
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H27.11 地域公共交通活性化再生法に関するパンフレットより

(国土交通省)
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地域公共交通網形成計画に基づく近隣自治体の取組み(事業例)

▼平成30年1月19日付 中国新聞
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地域公共交通網形成計画に基づく近隣自治体の取組み(事業例)

▼平成29年12月22日付 中国新聞
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網形成計画策定の手順

H28.3 地域公共交通網
形成計画作成の
手引き(詳細編)
(国土交通省)

32

網形成計画策定のスケジュール

H28.3 地域公共交通網
形成計画作成の
手引き(詳細編)
(国土交通省)
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府中町公共交通協議会 今後のスケジュール（案）

～ 地域公共交通網形成計画の策定スケジュール（案) ～

第1回協議会
平成30年2月21日(本日)

• 協議会設立
• 規約の制定、形成計画策定の趣旨説明

第2回協議会
平成30年6月(予定)

• 形成計画業務請負者(コンサルタント会社)
• 各種調査内容

【事務局作業】
各種調査実施・分析→問題点・課題整理→基本的な方針・目標等の検討→施策・事
業の検討 など

第3回協議会 • 各種調査、分析結果の報告

• 基本的な方針・目標
• 施策・事業内容

パブリックコメントの実施

第4回協議会
平成31年2～3月(予定)

• パブリックコメント結果の反映など→形成計画の決定

形成計画(案)
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